



































昭 和　35 年　以　前 昭 和　36 年　以後
　　　　　一．@　　　 ．一．　　 ．?@　目　　　　1～一＿ 高成長1 低成長 峰率の差の検定 高成長 階成長 1比率の差の検定
（1）　新　製　品　の　開　発 59．4％ 39．1％ 1．49 75．0％ 73．9％




（4）　独創的な製品の開発 ，40．6 21．7 1．47 53．1 30．4 1．67昔
（5）　独創的な技術の開発 46．9 21．7 1．92勢 43．8 21．7 1．70契
（6）不利な製晶の排除 0 13．0 2、10暑 9．4 43．5 2．94幹鰹
（7）多　　　　角　　　　化 34．4 17．4 1．40 12．5 21．7 0．91
（8）　　専　　　　　　　　　FF】　　　　　　　　イヒ 3．1 13．0 1．39 6．3 21．7 1．69芳































































































































































































































































































































































































































2．会　　　長 0 4．3 1．18 0 0
一3．社　　　長 53．1 56．5 43．8 26．1 1．35


































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































高成 長認社　　　1 低　成　長 23社
大　　同　　染　　工 帝国ピス　トリング 日　　東　　紡　　績 明　　　　電　　　　舎
倉　　敷　　紡　　績 豊　　田　　工　　機 東　京麻　糸　紡績 新　　家　　工　　業
大　昭　和　製　紙 日　立　製　作　所 中　　央　　毛　　織 関　東　特　殊　製　鋼
大　日　本　塗　料 横河電機製作所 日本パルプ工業 東洋アルミニウム
大　阪　酸　素　工　業 東　京　芝　浦　電気 東亜合成化学工業 那　須　電　機鉄　工
ラ　イ　オ　ン　油　脂 日　　本　　電　　気 東　洋　高　圧　工　業 岡野バルブ製造













三　　菱　　石　　油 富士通信機製造 帝　　国　　石　　油 芝　　浦　　精　　糖
信　越　化　学　工　業 東　京　芝　浦　電　気 東　洋　曹　達　工　業 台　　　　　　　　糖
住　友　化　学　工　業 日　立　製　作　所 日　産　化　学　工　業 日　　新　　製　　糖
三　菱　化　成　工　業 東　　洋　　工　　業 日　本　カ　ーリット 興　　和　　紡　　績
資　　　　生　　　　堂 トヨタ自動車工業 日　　本　　曹　　達 第　　一　　紡　　績
大日本イ　ンキ製造 日　産　自　動　車 保土谷化学工業 東　邦　レ　ー　ヨ　ン
ラ　　イ　　オ　　ン　　油　　脂 極　　洋　　捕　　鯨 第　一工　業　製　薬 東　　洋　　紡　　績
田　　辺　　製　　薬 大、　洋　　漁　　業 大　津　ゴ　ム　工　業 日　　東　　紡　　績
武　田　薬　品　工　業 日　　本　　水　　産 大　機　ゴ　ム　工　業 西　日　本　紡　績
久　保　田　鉄　工 明　　治　　製　　菓 東洋リノ　リューム 東　京　麻　糸　紡　績
栗　本　鉄　工　所 明　　治　　乳　　業 鉄　　　　興　　　　社 巾　　央　　毛　　織
大　　同　　製　　鋼 旭　化　成　工　業 日　本　冶　金工　業 大　　東　　紡　　織
日本ステ　ン　レス 倉敷　レ　ー　ヨ　ン 大阪チタニウム製造 日　本　セ　メ　ン　ト
三　　菱　　製　　鋼 鐘　　淵　　紡　　績 日本アルミニゥム工業 国策パルプ工業
荏　原　製　作　所 帝　国　入　造　絹　縣 大　　阪　　機　　工 十　　条　　製　　紙
河合楽器製作所 東　洋　レ　ー　ヨ　ン 明　　治　　機　　械 北　日　本　製　紙
住　友機　械　工　業 三　菱　レ　ー　ヨ　ン 愛　知　時　計電機
椿本チェーン製作所 内　　外　　編　　物 昭　和　電線　電　績
豊　　田　　工　　機 大阪窯業セメント タ　ツ　タ　電　線
日　　立　　精　　機 東　　洋　　陶　　器 日　　新　　電　　機
シ　チ　ズ　ン　時　計 大　日　本　印　刷 八　　欧　　電　　気
沖　電　気　工　業 大日本セロファン 富　士　自　動　車
大　　日　　電　　線 東　洋　パ　ル　プ 合　　同　　酒　　精
上のようである。
10）経済同友会の昭和35年に行なった調査の分
析結果によると，長期経営計画のなかで，提携
強化の計画をたてている企業は，高成長22社で
は38．1％，低成長20社では26．　7％となっている。
　この調査は，経済同友会がわが国のトップ・
画のもとに行なったアンケート調査で，主とし
て上場会社を対象に，1231社に郵送し，436社（回
収率35．5％）から回答を得ている。このなかか
ら，筆者はさらに，高成長46社，低成長39社を
業種を対応させて選び出し，両者を比較するた
めに分析したものである。その会社のリストは
138
企業の成長と革新の調査　（皿）
を参照。
16）官僚制についてはMax　Weber：Soziol・
ogie　der　Herrschaft，1921，世良晃志郎訳『支
配の社会学』またF．Taylor：Principles　of
Scientific　Management（1911）．
17）　F．Taylor：op．　cit．
18）Roethlisberger＆Dickson：Management
＆the　Worker（1939）．
19）　L．Lickert：The　Human　Organization
（1967），D．　McGregor：The　Human　Side　of
Enterprise（1960）．
20）注14を参照，
21）　Levitt：Creativity　is　not　Enough，　Havard
Business　Review，　May．June，1963．
22）　G．Steiner　ed．，　oP．　cit．，　chap．10．
23）　出光興産『人間尊重の事業経営』　（昭和37
年）40頁。
24）　G．Steiner　ed．，　op．　ciL，　Introduction．
25）河野r経営計画の理論』　（昭和41年）第5
章またG．Steiner　ed．，　op．　cit．，　lntroduction．
マネジメントの組織と機能を調査するために，
昭和35年に郵送質問紙法によって調査したもの
である。上場会社495社に発送し，200社（回収
率40．4％）から回答を得ている。この200社の
うち，さらに業種を対応させながら高成長22社
と低成長20社を選び両者を比較したものである。
その会社のリストは次のようである。
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11）河野豊弘編r長期経営計画の実例』　（昭和
42年）第6章。
12）筆者が昭和42年に行なった21社についての
実態調査にもとつく。
13）　リコーについて筆者の行なった実態調査の
結果については，雑誌『近代経営』昭和42年7
月号を参照。
14）昭和42年5月に製品計画の調査のために行
なわれたもので，第3次産業を除いた834社に
発送し，211社（回収率25．3％）から回答を得
たもの。このなかから，さらに高成長30社と低
成長10社を業種を対応させながら抜き出して比
較したもの。
15）　タイミングについては，河野r経営計画の
理論』（昭和42年）第3章，G．　Steiner：The
Creative　Organization（1965），　chap．8など
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